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藤井大輔議員。  

   〔 18番藤井大輔議員登壇〕  

○ 18番（藤井大輔）藤井大輔です。傍聴にいらしていただいた方に感

謝を申し上げ、その心強い応援を追い風にして、早速質問に入りた

いと思います。  

 まずは、物価高騰対策など県民生活を今すぐ支援する施策につい

て６問お伺いいたします。  

 富山県内の中小企業・小規模事業者の経営者にとって、昨今の経

済情勢は非常に悩ましいものであると思われます。米国関税、物価

高騰、最低賃金の上昇など、経営の足を引っ張る要因がある一方、

日経平均株価は史上最高値の４万 5,000円の大台に乗せ、最高値を

更新し続けているなど、日本経済の先行きは見通せない状況が続い

ています。  

 県では、７月末に、中小企業トランスフォーメーション補助金の

第２次募集を終了し、５億円の予算額に対し申請が 232件で 7.3億円

と、５億円を大幅に上回る申請があったと聞いています。そのうち

約４割の 89件が、補助率が高くなる従業員の給与支給総額３％引上

げの要件で申請しており、この補助金は県内企業の賃上げを誘導す

る効果があることも分かります。  

 このトランスフォーメーション補助金ですが、令和５年度の第１

次、令和６年度の第２次ともに 11月補正で予算化され、国の重点支

援地方交付金を 10分の 10で活用してきました。  

 しかし、今年度は、自民党の総裁選もあったり、国の補正予算の

動向がなかなか見えてこないのも現実でございます。しかしながら、

県内企業を速やかに支援するためにも、第３次募集を県単で補正予
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算を組んででも速やかに実施すべきと考えますが、新田知事の御所

見をお伺いいたします。  

 次に、県内企業の稼ぐ力についてです。  

 特に、観光産業において稼ぐ力を磨くことは、即効性が高いとい

うふうに考えます。  

東京ガールズコレクションを立ち上げ、現在は富山県の県政エグ

ゼクティブアドバイザーも務める永谷亜矢子さんが、３月に本を出

されました。タイトルが「観光“未”立国～ニッポンの現状～」と

言いますが、日本の観光地の多くが無料で開放されていて、稼ぐ力

が全く整っていないだの、行政の補助金の方向性が間違いまくって

いるだの、かなり耳の痛いことが書かれております。  

 実は、私と永谷さん、私の前職のリクルートという会社での数少

ない同期の仲なんですけれども、先日もおわら風の盆のときにお会

いして、富山県は観光ポテンシャルの高さを全く生かせてないとい

うふうに叱られたところであります。  

 私も、その意見には一部賛成でありまして、富山県は、石川県と

同等レベルの観光消費額 3,929億円、それを目指せるレベルにある

のではないかと思っています。ちなみに直近の富山県の観光消費額

は、令和６年度で 1,815億円、目標額でも 1,890億円と石川県の半分

にも届いていません。  

 富山県では、インバウンドを含めた観光誘客を図るために、永谷

さんのアドバイスの下、これまでどのような稼ぐ力を磨いてきたの

でしょうか、本県観光産業の課題と併せて宮崎観光推進局長にお伺

いいたします。  

 また先ほど御紹介した本の中で、永谷さんは、観光で稼ぐ力をつ
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けるために、旅行の手配、予約を専門に行うランドオペレーターの

育成、観光商品の造成を行うディレクターの育成、二次交通の充実、

ＤＭＯの健全化などを指摘しております。  

 私は、現在のとやま観光塾をより実務的に強化し、観光ガイドの

育成だけでなく、手配、予約のプロであるランドオペレーターや、

旅行商品の造成をするディレクターの育成を行ってはどうかと考え

ますが、宮崎観光推進局長にお伺いいたします。  

 また稼ぐ力には、スポーツも重要です。  

 既に集客力のあるプロスポーツ、そしてスポーツイベントを使っ

て、スポーツツーリズムによる稼ぐ力を向上させる施策は、すぐに

でも取り組めます。富山県のスポーツコミッションでは、スポーツ

ツーリズムの推進を設立趣旨にうたっていますが、例えば、富山湾

岸ナショナルサイクルコースを活用した観光誘客を検討してはどう

でしょうか。  

 先日の光澤議員の質問にもありましたが、富山県サイクリング協

会が、富山駅をサイクルゲートウェイ化する等の知事要望を行った

と承知しています。スポーツコミッションでのスポーツツーリズム

推進の方針と具体的な施策について、蔵堀副知事にお伺いいたしま

す。  

 経済の話題から福祉の話題に移ります。  

 先月８月末に、新しい認知症観に基づく富山県認知症施策推進計

画が策定されました。  

国が示した策定の手引きでは、国の基本方針をなぞることにとど

まらず、地域での課題を解決する実践的な計画にするために、地域

で暮らす認知症の人とその家族と共に、施策を立案、実施、評価す
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ることが欠かせないというふうに書かれております。  

 富山県では、計画策定に向け実質２回の推進会議が行われた程度

で、本当に当事者と向き合ったのかどうか、私は少し疑問に思って

います。  

 県として、どのように当事者の声と向き合い、その声を具体的に

どんな新しい施策として反映されたのでしょうか、また、県の推進

計画ができたことで市町村の推進計画の策定が進んでいくと考えま

すが、全市町村の計画策定に向け県としてどのように支援をしてい

くのか、併せて有賀厚生部長にお伺いいたします。  

 さて、今年は戦後 80年の年でありました。  

 県の戦後 80年事業では、長岡墓地での記念植樹、富山大空襲の史

実の映像化、戦時下の暮らし展の規模拡大など、多くの事業が実施

されました。  

 私は、この戦後 80年事業を契機に、持続可能な形で、啓発啓蒙活

動、平和学習を継続していく必要があると考えております。去る 16

日には、超党派の県議、市議で組織された富山大空襲を語り継ぐ議

員連盟の一員として、私も新田知事にお会いし、戦災資料の収集や

保管及び常設展示に向けた在り方を検討する推進協議会の設置を要

望いたしたところです。  

 富山市９月定例会においても、藤井富山市長は、富山大空襲の記

憶を風化させることなく、しっかりと次の世代へ引き継ぐことが大

切、資料を常に見られるようにすることは必要ではないかというふ

うに答弁されています。  

 この協議会設立に向けて、県が主体的な立場で参加するとともに、

富山市や語り継ぐ会等の民間団体と連携し、早期に協議を開始すべ
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きと考えます。この後、議員連盟会長の中川県議からも同等の質問

が控えております。ぜひ、県としても前向きな御答弁を蔵堀副知事

にお願い申し上げ、第１の問いを終わります。  

○副議長（永森直人）新田知事。  

   〔新田八朗知事登壇〕  

○知事（新田八朗）藤井大輔議員の御質問にお答えします。  

 中小企業トランスフォーメーション補助金についての御質問にお

答えします。  

 この補助金の第２次募集を２月下旬から７月末まで実施しました。

232件、総額約 7.3億円の申請があり、現在、補助金の事務局を設置

しております新世紀産業機構において、審査を進めているところで

す。  

 前回の第１次募集に続き、予算額を上回る申請が寄せられたこと

は、県内企業が、人手不足や原材料費高騰といった厳しい経営環境

を何とか乗り越えて、そして果敢に、生産性向上、また経営革新に

取り組む強い意欲の表れであると受け止めています。  

 また、その中で、議員御指摘のとおりなんですけども、申請件数

のうち約４割に当たる 89件が、給与支給総額３％引上げを約束し補

助率の上乗せを申請しておられます。持続的な賃上げが求められる

中、この補助金が、省力化や生産性向上を通じて企業の稼ぐ力を底

上げし、そして賃上げの原資を確保する、それに資する仕組みとし

て機能していることを示すものだと思います。  

 県としては、これまでも、国の補正予算を最大限活用し、令和５

年 11月補正を皮切りに所要の予算措置を講じてきました。  

 今後の第３次募集に向けても、国の経済対策と連動しながら県独
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自の取組を組み合わせることで相乗効果を発揮し、企業支援の実効

性を一層高めることが重要だと考えます。  

 まずは、第２次募集の採択状況を見極めて、その効果を的確に把

握した上で、国の経済対策の動向を見極めながら、追加の支援策に

ついて適切に判断していきたいと考えます。  

 １問目、私からは以上です。  

○副議長（永森直人）蔵堀副知事。  

   〔蔵堀祐一副知事登壇〕  

○副知事（蔵堀祐一）まず、スポーツツーリズムに関する御質問にお

答えをいたします。  

 県では、富山湾岸サイクリングコースの活用を進めますため、サ

イクルステーションやサイクルカフェの整備をはじめ、サイクリス

ト向けのサービスを提供いたします宿泊施設やコンビニエンススト

アの認定制度を創設するなど、サイクリストの受入れ環境の整備充

実に取り組んできております。  

 また、毎年、富山湾岸サイクリング大会を開催するほか、サイク

リングマップやＰＲ映像の作成、県公式ウェブサイトの整備、国内

外のサイクリングイベントへのＰＲブースの出展など、様々な取組

により魅力発信や需要喚起に努めてきております。  

 今年５月には、県や市町村、スポーツ団体、商工・観光団体、民

間企業などが一体となりまして、スポーツを軸に関係人口を創出し

地域活性化を図ることを目的として、富山県スポーツコミッション

を発足いたしました。  

このコミッションでは、富山県の豊かな自然やスポーツ環境、地

域資源を生かしたスポーツツーリズムの推進に向けまして、大規模
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スポーツ大会開催への補助制度を創設いたしました。また、国内最

大のスポーツ見本市への出展、ＰＲも行っております。こうしたこ

とで、スポーツを目的とする来県者の増加に取り組んできておりま

す。  

 今後ですけれども、宿泊、観光、文化体験も含めました一元的な

情報発信に取り組むこととしております。その際には、富山県の重

要な地域資源、スポーツ資源でもある富山湾岸サイクリングコース

の活用も含め、十分検討してまいりたいと考えております。  

 次に、戦災資料の収集保管、展示についての御質問にお答えをい

たします。  

 悲惨な戦争の体験と記憶を風化させず、平和の尊さを次世代に語

り継いでいくことは、私たちの重要な使命だと考えております。  

 このため県では、戦後 50年に当たります平成７年から「戦時下の

暮らし展」を開催し、戦時下に使用されておりました生活用品や、

富山大空襲に関する遺品などを展示してきております。また、戦後

60年の平成 17年度から、戦争体験者等による語り部派遣事業として、

小中学校、児童館、公民館に戦争体験者などによります語り部を派

遣し、富山大空襲、疎開などの体験を語り伝える事業を実施してき

ております。  

 引き続き、富山市や富山大空襲を語り継ぐ会の皆さんと連携しな

がら、持続可能な形となるように、語り部の担い手確保育成に取り

組んでまいります。  

 また、富山大空襲や戦災遺品の展示につきましては、戦後 80年

―今年ですけれども、を契機に関心が高まっておりまして、常設

展示を望む声があるということは承知いたしております。議員から
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も要望があったところでもございます。  

 さきの富山市議会におきまして、藤井市長から真摯に検討したい

という答弁もなされております。今後、富山市や関係団体の皆さん

と協議を進めていきたいと考えております。  

 以上でございます。  

○副議長（永森直人）宮崎観光推進局長。  

   〔宮崎一郎観光推進局長登壇〕  

○観光推進局長（宮崎一郎）私からは、２つの御質問のうち、まず県

政エグゼクティブアドバイザーの成果についてお答えいたします。  

 本県におきましては、立山・黒部をはじめ多彩な観光資源がある

一方、認知度不足、冬季の誘客、高付加価値ホテルの不足が課題と

なっていますことから、富山ならではの観光コンテンツの造成やさ

らなる磨き上げ、ターゲットに応じた戦略的なプロモーション、高

付加価値旅行者の誘客強化や受入れ環境整備等に取り組んでいると

ころです。  

 県政エグゼクティブアドバイザーの永谷氏からは、マーケティン

グの視点から幅広く御助言、提案をいただいているところでありま

して、これらのアドバイスを踏まえ、例えば、県内の祭りにおける

特別観光プランの造成や、推し活を利用したオリジナルグッズの製

作など保存・継承を目指した収益化の取組や、富山のすしと伝統工

芸を掛け合わせた高付加価値な観光コンテンツ造成と文化財保存の

取組、北九州市と連携したすしプロモーション、県内で消費いただ

くために富山に泊まっていただくモデルコースの作成等の戦略的な

誘客促進に取り組んでいるところです。  

 こうした取組を通して得られたコンテンツづくりや発信のノウハ
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ウを、市町村と共有し横展開を図りながら、観光の稼ぐ力を磨き上

げていくこととしておりまして、まずは５年後、令和 11年の成果目

標として、新たな総合計画で掲げました令和６年の２割増となる観

光消費額 2,250億円の達成を着実に目指してまいりたいと考えてお

ります。  

 次に、ランドオペレーター等の育成の御質問についてお答えいた

します。  

 地域が潤う持続可能な観光地域づくりを進めるためには、高付加

価値旅行者など多様なニーズに対応できる人材や、地域の特色を生

かした魅力ある観光コンテンツの企画造成に取り組み、観光地域づ

くりを担う人材の育成が大変重要であります。  

 県では、これまでも、とやま観光塾におきまして、こうした人材

の育成にも取り組んでおり、卒塾生５名を含めた県内のランドオペ

レーター―いわゆる旅行サービス手配業―の登録者は合計 16名

となっているところです。さらに、今年度の観光塾では、ランドオ

ペレーターやトラベルデザイナーを養成する講座を新設し、育成の

強化を図っているところです。  

 また、ＤＭＯは、観光マーケティングを生かし地域の稼ぐ力を引

き出す大切な役割を担っておりまして、地域連携ＤＭＯの一般社団

法人富山県西部観光社では、県と連携して、欧州の富裕層向け観光

コンテンツの造成や受入れを行っているところです。  

 また、地域ＤＭＯの一般社団法人黒部・宇奈月温泉観光局では、

黒部峡谷トロッコ電車プレミアムナイトツアーを商品化するなど、

ランドオペレーターやディレクターとしての機能を発揮していると

ころです。  
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 今後とも、高付加価値なサービスや観光コンテンツを提供するこ

とができる人材育成やＤＭＯ活動の活性化を推進し、稼げる観光地

づくりに取り組んでまいります。  

○副議長（永森直人）有賀厚生部長。  

   〔有賀玲子厚生部長登壇〕  

○厚生部長（有賀玲子）私からは、富山県認知症施策推進計画に関し

てお答えいたします。  

 この計画の策定に当たりまして、認知症の人を含む関係者に御参

画をいただき、その御意見を最大限反映したところでございます。  

 認知症当事者の方からは、具体的には、認知症に対する理解の増

進や、介護休暇の普及促進、成年後見制度へのアクセス改善、認知

症に係る各種支援制度の分かりやすい周知など、認知症とともに生

きる上での切実な御意見をいただいたところでございます。  

 こうした御意見を受けまして、計画では、認知症の普及啓発に当

たって、新たに認知症当事者の参画を得ながら行う教育・交流活動

の実施や、企業に対して認知症バリアフリーを含めた普及啓発に取

り組むほか、介護休暇について、労働局や経済団体と連携した的確

な情報発信などによる企業への制度周知や職場環境整備等への支援

に取り組むことといたしました。  

 また、成年後見制度に関して、市町村への支援の充実につながる

情報提供に取り組むほか、認知症の方が利用できる支援制度の概要

や申請窓口などを取りまとめて相談機関に周知し、的確な情報提供

に努めるなどの相談支援体制の充実に取り組むことといたしました。  

 市町村ですが、市町村の計画策定については、市町村での策定に

向けた検討に資するよう、県の計画の検討状況や会議での議論の内
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容を、随時、情報提供してきたところでございます。  

 引き続き、新しい認知症観に基づく計画の重要性、これを全市町

村にアナウンスし、計画策定に取り組むよう働きかけるとともに、

国が設置している計画策定に関する相談窓口の周知や、市町村に寄

り添った相談対応を行うなど、市町村の計画策定に向けた取組を支

援してまいります。  

 私からは以上です。  

○副議長（永森直人）藤井大輔議員。  

   〔 18番藤井大輔議員登壇〕  

○ 18番（藤井大輔）第２の項目は新しい経営モデル、就業スタイルの

構築について５問お尋ねします。  

 先月、富山空港の混合型コンセッション導入における優先交渉権

者が、日本共創プラットフォームを代表企業とするＳＰＣに決定い

たしました。南紀白浜空港をはじめ、既に全国で多くの実績のある

事業者を選定されたこと、私は、大いに評価したいと思います。知

事はじめ交通政策局の皆さんの御努力に対し深く敬意を申し上げま

す。  

 この日本共創プラットフォームの会長である冨山和彦さん、この

方は、カネボウやぴあなどの企業再生に携わって、カリスマ再生請

負人とも呼ばれた経営者です。私は、かつて冨山さん御本人にお会

いして、ローカル企業の再生についてお話を伺ったことがあります。

冨山和彦さんの、陸上の 100メートル走の例えがとても面白かった

ので御紹介させてください。  

 地方の企業は、重りをつけて 100メートル競走をしている状態だ。

その重りを外して走れば当然スピードは上がる。大手企業は、 0.1
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秒記録を伸ばすために必死でＡＩやクラウドを導入している。中小

企業は、働く人にとってのブラックな部分をホワイトに改善する余

地が大きい場合があるので、あっという間に５秒とか 10秒とか早く

なれるというような話でありました。  

 これは、富山空港だけでなく、県内企業の多くの中小企業にも当

てはまるものではないかと思っております。実際、冨山さん率いる

日本共創プラットフォームでは、バス会社、病院グループ、ホテル、

飲食業など、数多くのローカル企業の再生を手がけ、成果を出され

ています。  

 富山県としても、今回の混合型コンセッションは最先端の経営を

学ぶチャンスであると考えます。ＳＰＣとの相乗効果を最大限発揮

するために、航空政策課だけでなく全庁的な関与をしていく必要が

あると思います。ＳＰＣのノウハウを生かすも殺すも、県次第です。

県としてどのような体制で空港活性化に取り組むのか、ＳＰＣに期

待することと併せて新田知事にお伺いいたします。  

 次に富山地方鉄道の経営支援についてです。  

 今回の議会でも多くの議員が質問されましたが、私は、これまで

地鉄さんが創業者の佐伯宗義さんの意志を継いで経営されてきたこ

と、最大の敬意を払いたいと思います。  

 そんな地域を最優先に経営されてきたこの地鉄さんが、今回、廃

線を交渉材料とし、かつ交渉期限も自ら設定しているというこの状

況、これはある意味、地鉄さんからの、非常に苦しい経営のギブア

ップ宣言と言えるのではないかと思います。つまり、地鉄さん自身、

経営改善を望んでいるのではないかと私は考えています。  

 そうすると、現在検討されているみなし上下分離方式では、土地
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や鉄道施設等の資本の移動がありませんので、地鉄さんの抜本的な

経営改善につながらず、単に税金の垂れ流しになるおそれがありま

す。  

私は、自治体や三セクが土地や鉄道施設を保有する上下分離方式、

もしくは新しい事業者への事業譲渡、こういったものを選択肢に入

れて検討し、場合によっては地鉄さんから鉄道事業を切り離すこと

も含め、富山空港のように最先端の経営を導入できるようにすべき

と考えます。新田知事の御所見をお伺いいたします。  

 また、富山地方鉄道線のあり方検討会、現在、沿線ごとに３つに

分かれて実施していますが、富山県全域を俯瞰した公共交通ネット

ワークの再編という大きな枠組みで検討すべきと、我が会派の公共

交通ＰＴでも指摘してまいりました。  

それぞれの地域事情を勘案した部分最適の議論は大事なんですけ

れども、そろそろ全体最適の議論に移る時期ではないでしょうか。  

 そもそも１つ大きな疑問があります。国の鉄道事業再構築事業の

採択を受けることを前提に議論されているんですけど、同一の事業

者の路線を一部切り分けて、路線ごとに再構築事業を申請すること

ができるものなんでしょうか。過去の採択事例を踏まえて田中交通

政策局長にお伺いいたします。  

 次に、循環経済についてお尋ねします。  

 環境省は、脱炭素地域づくり事業として 2030年度までに 100か所

の先行地域選定を目指しており、現在４回の募集で 74か所選定され

ています。  

 本県でも高岡市が認定されており、廃アルミによる資源循環、脱

炭素化等を目指しておられます。ＨＡＲＩＴＡさんはじめ県内企業



 －１４－ 

の取組が力強く推進されること、富山県の新たな基幹産業が生まれ

ることを大いに期待しているのですが、この脱炭素先行地域の事業、

一方では厳しい声も聞こえています。  

 ７月の厚生環境委員会の視察で、高岡市と同じ第４回で選定され

た茨城県つくば市を訪問しました。電力の自給自足をするマイクロ

グリッドの取組をヒアリングしたんですが、民間事業者からは、当

初計画の変更を行政が認めてくれないとか、５年間という計画期間

では物価高騰や技術革新などのリスクが読み切れないとか、いろい

ろ課題をお聞きしました。実際、奈良県三郷町、兵庫県姫路市、長

野県松本市の３か所が辞退を申し出ています。  

 高岡市の計画に対しての進捗はどうでしょうか、少し心配です。

高岡市を中心としたカーボンニュートラルの実現に向け全庁的なサ

ポートが必要と考えますが、佐藤副知事の御所見をお伺いいたしま

す。  

 次に、若い女性の転出超過についてです。  

 県では、今年度、関西大学社会学部と連携し、富山県出身の大学

生を対象に、キャリア形成の変容に係る意識調査を実施するとして

います。ちょうど、今年７月に富山県の出版社から発売された書籍

がありまして、それが「地方女子たちの選択」という、まさにぴっ

たりなテーマとなっています。著者は共に富山出身である学者の上

野千鶴子さん、そして作家の山内マリコさんに加えて、私の妹もラ

イターとして参加しております。  

 書籍の中には、富山にゆかりのある女性 14人のライフヒストリー、

聞き取り調査が実施されているんですけども、 20代から 60代の女性

のキャリアを、富山にとどまった女性、富山から出ていった女性、
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富山に戻ってきた女性、富山にやってきた女性の４種類に分類して

分析されています。いわゆる一般の市井の方の人生をひもといた非

常に貴重なインタビューとなっているので、ぜひ皆さんもお読みい

ただければと思います。  

 県の調査に、大学生だけでなく、先ほどの４種類の分類を参考に

調査対象を広げてはどうかと考えますが、山室商工労働部長にお伺

いし、第２の問いを終えます。  

○副議長（永森直人）新田知事。  

   〔新田八朗知事登壇〕  

○知事（新田八朗）２問目、まず、富山空港についての御質問にお答

えします。  

 富山空港の混合型コンセッションの導入に向けた優先交渉権者に

ついて、南紀白浜空港での運営実績がある株式会社日本共創プラッ

トフォームを代表企業とするコンソーシアムを選定したところでご

ざいます。  

 もちろん、厳正な審査委員会の審査の結果決めたわけであります

が、おっしゃるように冨山和彦さんが代表でおられます。冨山さん、

名前のとおり富山に関係あるんだよと言っておられました。微妙に、

うかんむりの真ん中のちょんがない冨なので、字は違うんですけど

も、そんな御縁もあります。今度、来月のＴ－Ｍｅｓｓｅでは基調

講演していただくことになっています。  

 それはさておき、この事業の実施に当たっては、御指摘のとおり、

混合型コンセッションによる空港運営経験など、事業者の知見を生

かす一方で、事業者任せにするのではなく県も積極的に関与します。

官民連携による相乗効果を最大限に生み出すことが欠かせないと考
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えています。  

このため、事業者と担当課―航空政策課になりますが、事業者

と航空政策課を起点として、あくまで起点でありまして、庁内関係

部署を横断的に連携させる体制を構築します。  

 また、路線の誘致や観光プロモーション、企業誘致、関係人口の

拡大など、空港の需要創出につながる様々な取組を官と民のパート

ナーシップを生かして展開したいと考えます。  

 また、事業者からは、空港運営だけではなく地域の魅力を磨き富

山県への来訪需要を創出するほか、自らが旅行事業者となって、魅

力的な旅行商品を開発し、誘客、送客するなどの新しいアプローチ、

また空港でのＤＸの推進についての提案もいただいています。  

 これまでの富山空港の運営にはない、民間の強みを発揮した取組

によって、関係人口の創出、運営の効率化や利便性の向上につなが

ると期待しています。  

 今般の混合型コンセッションの導入により、県と事業者がパート

ナーとなり、行政の信用や民間の創意工夫など、それぞれの強み、

ノウハウを生かすことで、官民連携による空港を拠点とした地域活

性化を図っていきたいと考えます。  

 次に、富山地方鉄道の鉄道支援についての御質問にお答えします。  

 鉄道事業再構築実施計画においては、旅客鉄道事業の事業構造の

変更の内容について定めることになっています。  

 事業構造の変更について具体的に申し上げると、まず、みなし上

下分離方式は、経営主体について現行から大きな変更がないため、

迅速に対応できる反面、鉄道事業者の鉄道インフラのコスト意識が

薄れる可能性が大きいと考えます。また、経費相当額を自治体が負
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担する場合、チェック機能が働くのか、また、負担に歯止めがかか

るのかといった点が課題として挙げられるのは、議員のおっしゃる

とおりだと思います。  

 一方、上下分離方式では、近江鉄道において導入されております

が、列車の運行と線路などの保有者が分離されることから、列車を

運行する主体として、複数事業者の参入が可能な場合、そこに競争

原理が働き、サービスの向上、コストダウンなどが期待できます。  

 一方で、第三種鉄道事業者として新たに鉄道事業を経営する法人

を設立する必要があり、法人の代表者はもとより、安全に関する専

門職である安全統括管理者、また、技術職員などの確保に時間や費

用を要する点が課題と思います。また、城端線・氷見線のケースの

ように事業主体を変更する場合は、新たな運営事業者が参入するか

否かという課題もあります。  

 現時点においては、路線ごとに調査が鋭意行われていますが、再

構築事業の内容については、実施するか否かを含めて検討が進めら

れている段階だと考えています。県としては、各路線の調査や検討

状況を踏まえながら、持続可能な運営の議論が進むように対応して

まいります。  

 ２問目、私からは以上です。  

○副議長（永森直人）佐藤副知事。  

   〔佐藤一絵副知事登壇〕  

○副知事（佐藤一絵）私からは、脱炭素先行地域の取組へのサポート

に関する御質問にお答えをいたします。  

 御紹介いただきましたとおり、高岡市は現在、当県で唯一の脱炭

素先行地域に選定をされておりまして、サーキュラーエコノミーの
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構築に向けて、福岡金属工業団地における廃アルミをアルミ素材と

してリサイクルする体制の確立や、中心市街地の商業施設などにお

ける太陽光発電設備や蓄電池の導入、こういったことに取り組む計

画を策定しております。  

 その計画の進捗状況ですけれども、まず、アルミリサイクルに関

しましては、本年４月に環境省の調査事業の対象に高岡市が選定さ

れたということで、この事業も活用しながら課題や需要の洗い出し

を進めていくと聞いております。  

 また、中心市街地においては、アルミ資源回収拠点が既に開設さ

れたほか、今後、環境啓発拠点を整備するということで、サウンデ

ィング調査を実施するということになっているそうです。また、再

生可能エネルギー設備の導入に向けた市の補助制度の拡充も行って

いるなど、目標としている 2030年度に向けて着実に取組を進めてい

ると承知をしております。  

 一方、計画の柱の一つであります中心市街地における太陽光発電

設備の導入については、中心市街地の施設や家屋の古さが、屋上に

設置する太陽光パネルにとっては制約になりつつあるということが

分かったとのことで、現在、開発が進んでおります壁面に設置する

タイプの太陽光発電等も取り入れつつ、今後、推進を図っていくと

いうふうに聞いております。  

 本県全体としてカーボンニュートラルを推進するためには、まさ

に、この高岡市の取組をしっかりと推進していただき、その成果を

県内市町村に対して横展開を図っていくことが重要だと考えており

ます。  

 県といたしましては、これまで高岡市カーボンニュートラル推進
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協議会の意見交換会にオブザーバーとして参加をし、助言を行って

きております。また、先ほどもありましたが、今年の 10月には高岡

市でまさに開催をしますとやま環境フェアがありますし、サーキュ

ラーエコノミーに関するシンポジウムなども今後予定しております。

そうしたところで、高岡市の取組を積極的に紹介していきたいと考

えております。  

 今後とも、県庁、関係部局しっかりと連携をしまして、国、そし

て関係団体と共に高岡市の取組をサポートしてまいります。  

○副議長（永森直人）田中交通政策局長。  

   〔田中達也交通政策局長登壇〕  

○交通政策局長（田中達也）私からは、富山地方鉄道の鉄道線につい

ての御質問にお答えします。  

 富山地方鉄道の鉄道線の在り方については、路線ごとに状況が異

なることから、３つの分科会に分かれて議論を行っており、現在、

検討の基礎となる調査が鋭意進められております。  

このため、一日も早く調査結果を出してデータに基づき、沿線住

民等の声を丁寧に聞いた上で、議論を早急に積み上げていただく時

期であると考えております。  

 今後は、各分科会において検討が具体化することに伴い、自治体

や事業者等の間の協議がさらに進むことになります。あり方検討会

の設置要綱では、分科会での検討結果は、県と沿線７市町村が参加

する検討会に報告することとされておりまして、各分科会の報告を

受け全体の議論が行われることになります。  

 県としましては、スピード感を持って議論、検討が進むよう取り

組んでまいります。  
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 また、同一事業者による路線の一部区間における国の再構築事業

の申請について御質問がありましたが、北陸信越運輸局に確認しま

したところ、香川県の高松琴平電気鉄道では、複数ある路線のうち

の１つの路線の一部区間を認定した例があると説明がありました。  

 北陸信越運輸局からは、複数の路線がある事業者にあっては、沿

線市町村の考え方や路線の置かれている状況、議論の進捗等によっ

て、路線ごとに再構築実施計画の認定、事業開始の時期が異なるこ

とも考えられるため、路線の一部を申請することが可能との見解を

伺っております。  

 以上でございます。  

○副議長（永森直人）山室商工労働部長。  

   〔山室芳剛商工労働部長登壇〕  

○商工労働部長（山室芳剛）私からは、若年女性の転出超過に関する

御質問にお答え申し上げます。  

 県では、若年女性の転出超過の要因を分析するため、本年 11月頃、

県外進学した本県出身女子大学生を対象に、キャリア形成の変容に

係る意識調査をインタビュー形式で実施する予定でございます。  

 関西大学の研究室と連携して、学生のこれまでの人生経験を深く

掘り下げ、その価値観や就職、キャリアに対する意識に影響を与え

る要因、そして地元富山に戻ろうと考えるタイミングなどについて、

本音ベースで探ることとしております。  

 議員から御紹介いただきました書籍「地方女子たちの選択」は、

私も拝読いたしました。富山にゆかりのある 14名の女性の多様なラ

イフヒストリーを、世代を超えて詳細に描き、富山にとどまった女

性、富山から出ていった女性、富山に戻ってきた女性、富山にやっ
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てきた女性という４つに分類されて、キャリア変容を分析されてい

るという点は、施策の検討に資する貴重な知見であると認識してお

ります。また、本書に藤井聡子さんも協力されていて、御実家の実

体験など赤裸々に書かれている点も大変参考になると感じたところ

でございます。  

 今後の意識調査に当たりましては、議員の御提案と同書の分析手

法を参考に、個人の経験や価値観に深く踏み込む質問を行い、若年

女性の転出超過の要因を多角的に分析する方針でございます。  

 県としては、これらの調査結果を的確に把握し、書籍の知見も最

大限に活用しつつ、若年女性のニーズに合致した実効性のある施策

に反映してまいりたいと存じます。  

 私からは以上でございます。  

○副議長（永森直人）藤井大輔議員。  

   〔 18番藤井大輔議員登壇〕  

○ 18番（藤井大輔）第３の問いは、富山県が日本をリードするモデル

自治体になるための取組について４問お伺いいたします。  

 ７月の厚生環境委員会の視察では、東京都の外郭団体であるＧｏ

ｖＴｅｃｈ東京を訪問しました。このＧｏｖＴｅｃｈ東京、東京都

庁と都内の 62自治体を含めた、東京都全体の行政ＤＸを進める新た

なプラットフォームとして、 2023年９月に事業開始され、現在 270

名ものデジタル人材が勤務されています。  

 面白いのは、この団体、職業紹介免許を取得しておりまして、こ

ういう 62自治体のサポートをするデジタル人材のマッチングも行っ

ている点なんです。この理事長かつ東京都副知事である宮坂学さん

―この方ヤフーの元社長なんですけれども、我々の志は都内 62の
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区市町村のデジタル化だけにはとどまらない、首都東京として全国

1,700以上の自治体への貢献、さらには世界各都市のデジタル化に

貢献したいと述べられております。  

 また、宮坂さん、東京都であっても行政ＤＸに興味のあるデジタ

ル人材の確保には苦労しているとおっしゃっていて、富山県として

は、東京都と人材の取り合いをするよりも、一緒になって協業をす

るほうが得策ではないかと、私は考えます。  

 ＧｏｖＴｅｃｈ東京で開発された行政アプリを富山県で実証実験

してもらったり、相互で人材交流を行ったり、お互いウィン・ウィ

ンとなるような連携を図ってはどうかと考えます。新田知事の御所

見をお伺いいたします。  

 ウィン・ウィンの提案は、東京都だけではなく、国のデジタル庁

のデジタルマーケットプレイス―通称ＤＭＰとも連携を図っては

どうかと考えます。先月実施された官民協働事業レビューの中で、

Ｄｉｇｉ－ＰｏＣ  ＴＯＹＡＭＡ実証実験プロジェクト事業の目的

が、ＤＸによる地域課題解決なのか、県内スタートアップ支援なの

か、中途半端だという指摘がありました。  

 私は、これからは、このＤｉｇｉ－ＰｏＣ  ＴＯＹＡＭＡ事業は、

枠組みを行政ＤＸによる地域課題解決に集中し、解決のスピードア

ップにつなげたほうがよいと考えます。デジタル庁のＤＭＰには既

に 280社の事業者が参加し、行政と企業をつなぐプラットフォーム

として行政のＩＴ調達の効率化が図られるよう運用されております。  

 富山県としても積極活用したらどうかと考えますが、県内企業サ

ービスがこのＤＭＰに掲載されているのか、これまで富山県がＤＭ

ＰからＩＴ調達をした実績があるのか、滑川地方創生局長にお伺い
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いたします。  

 富山県出身で富山県の成長戦略特別委員でもある安宅和人さんが、

これもまた新しい本を７月末に出されました。その名も「「風の谷」

という希望」というタイトルです。この本は 950ページを超える恐

ろしく分厚い本なんですけれども、その中で安宅さんは、残すに値

する未来をつくる。テクノロジーを使い倒し、自然とともに人間ら

しく豊かな暮らしを実現すると宣言されています。  

 富山県でも、安宅さんの考えを一部酌んだ形で、成長戦略まちづ

くり戦略プロジェクトチームの下で、持続可能な魅力ある田園地域

創出事業が昨年創設されました。  

 この事業、世界が憧れる田園地域を目標とし、今年度は、ビジョ

ンづくり２地域と実証実験を２地域で行っていると承知しています

が、私は、正直言って物足りないと感じています。それは、この事

業が、コミュニティーや文化継承に重心が置かれ過ぎていて、テク

ノロジーを使い倒すという視点に欠けていると思っているからです。  

 この事業のこれまでの成果、そして今後の方針について川津知事

政策局長にお尋ねします。  

 最後になります。新たな総合計画について質問をいたします。  

 ９月４日に富山県総合計画審議会で、新たな総合計画の素案が示

されました。  

私は、８月の県議向けの意見交換会で、社会環境変化への危機意

識が甘いのではないか、これまでの昭和のモデルでは限界があり新

しいモデルを生み出す覚悟というのが見えてこない、県民に分かり

やすいことも大事だが、何より県庁職員が働くときの指針として立

ち返られるような計画にしてほしいと、指摘させていただきました
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が、今回の計画素案を見ても、私にとってその印象は変わっており

ません。  

 具体的には、最も困難であろう人口減少対策や、それに向けての

県庁内の推進体制についての記述が、非常に浅くて、具体性に乏し

いのではないかと感じております。  

12月の策定公表に向けて、先日の審議会での委員の意見、そして

未来共創セッションの意見も踏まえて、不足している部分の見直し

などにどう取り組んでいかれるのでしょうか。新田知事に、今後の

さらなるブラッシュアップへの意気込みをお伺いして私の質問を終

わります。  

 御清聴ありがとうございました。  

○副議長（永森直人）新田知事。  

   〔新田八朗知事登壇〕  

○知事（新田八朗）第３問目、まず行政のデジタル化の推進について

の御質問にお答えします。  

 行政のデジタル化、ＤＸの推進には、地域で活躍するデジタル推

進人材を確保育成し、市町村と協働体制を構築しながら、多面的な

取組を展開していくことが大切だと考えています。  

 本県では、基幹系業務システムなどの共同調達、共同利用のほか、

デジタル専門人材等から成る市町村支援チームの設置、県、市町村

合同でのＤＸ人材育成研修など、県と市町村が連携したデジタル化

の推進に取り組んでまいりました。さらに、地域課題をデジタルで

解決する実証事業Ｄｉｇｉ－ＰｏＣ  ＴＯＹＡＭＡでは、避難所運

営システムなどについて県内での横展開も進めています。  

 御紹介いただいた一般財団法人ＧｏｖＴｅｃｈ東京では、都と都
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内全区市町村が共同し、行政のデジタル化支援をはじめ自治体間で

の共同調達や開発の推進、デジタル人材の育成、行政課題の解決に

資するデジタルサービスの創出など、様々な取組を展開されている

と理解しております。  

 これらの取組は、デジタル化、ＤＸにより県民のウェルビーイン

グの向上を目指す本県の取組と方向性を同じくするものであり、大

変参考になると考えています。  

 一方で、地域課題の背景やプロジェクトの規模など、富山とは事

情が異なるであろう点もあるため、まずは情報交換、課題解決事例

の共有などでの連携を図り、将来的には御提案のあった人材交流な

ども含めて、お互いにウィン・ウィンとなるような連携の在り方に

ついて研究してまいりたいと考えます。  

 次に、総合計画についての御質問にお答えします。  

 総合計画は、県政の最上位の計画として、県民に県が目指す将来

像や実現に向けた施策を示すとともに、議員御指摘のとおりであり

ますが、県職員が施策を推進するための羅針盤という両面の性格を

有しています。  

 このため、計画策定に当たっては、関係部局が主体となって課題

を提示した上で、関係団体との意見交換などを行いながら、庁内で

本県を取り巻く環境の変化への危機感を共有してまいりました。ま

た、目指すべき将来像や課題、取り組むべき主要施策については、

政策分野ごとに部局連携で検討を重ねてきたところです。  

こうした結果、最重要課題の人口減少については、昨年度の人口

未来構想本部での議論を引き継ぎ、自動運転の実用化に向けた取組

の支援、労働供給制約社会に適応する新たな人材確保・活躍の富山
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モデルの創出など、新しいモデルを総合計画の素案に盛り込んでい

ます。  

 また、人口減少速度の緩和と人口減少社会への適応、この両面か

ら総合的なパッケージを充実させていきたいと考えています。さら

に、計画を着実に推進するための庁内の司令塔を明確化するなど、

推進体制の記述の充実も検討しております。  

 このように、今回の総合計画は、骨子案の策定、それから現時点

である素案の策定、そして、さらにそれを磨き上げて成案に持って

いくという、本当に愚直に段階を踏んでやってきております。なの

で、現時点で不足な点もあるんじゃないかという委員の御指摘は、

そのとおりだろうなと思っています。  

 足らざるところを、こうやって教えていただきながら、しっかり

と磨き上げていき、 10年後を目指して、５年間の県民の皆様の意識

改革などに耐え得る、そんな計画にしていきたいと考えております。  

 今後ですが、県議会の議論、様々に既に出ておりますが、これを

経た上で、パブリックコメントを行います。そしてブラッシュアッ

プしてまいります。様々な環境変化を乗り越え、持続可能な富山県

を、県民の皆様、そして職員と共につくり上げる強い覚悟と決意を

持って、より実効性の高い計画をつくり上げてまいります。  

 ３問目、以上です。  

○副議長（永森直人）滑川地方創生局長。  

   〔滑川哲宏地方創生局長登壇〕  

○地方創生局長（滑川哲宏）私からは、デジタル庁の行政サービスに

関する御質問についてお答えいたします。  

 御紹介いただきましたデジタルマーケットプレイス、これは、行
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政機関や自治体向けの様々なデジタルサービスをカタログ形式でオ

ンライン上に掲載したものでございまして、ＩＴ調達の効率化、迅

速化、また、多様なベンダーが参入することによります調達先の多

様化などを目的とした新たな調達ツールとして注目されているもの

でございます。  

 なお、本カタログへのサービス登録は事業者からの申請制である

こと、それから運用開始が本年３月という比較的新しいサービスで

ある、こういったことから、現時点では、登録されている製品の数

がまだ十分ではございませんで、また、同サービスを活用した団体

での調達実績、まだほとんどないという状況でサービスの評価も定

まっていない。こういったことから、実際の活用に当たっては幾つ

か課題があるものというふうに認識しております。  

 また、現時点では、県内での調達実績、それから県内企業の登録

は確認できていないということでございます。  

 一方で、人口減少に伴う人材不足、多様化する行政需要など、本

県が直面しております様々な課題克服に向けて、スピード感を持っ

てデジタル化、ＤＸに取り組んでいくことが必要でありまして、例

えば、御紹介のありました実証事業Ｄｉｇｉ－ＰｏＣ  ＴＯＹＡＭ

Ａ、そのほか、庁内の業務ＤＸ相談窓口など、地域課題、行政課題

の解決に向けた企画検討段階において、このデジタルマーケットプ

レイスの活用を視野に入れることによって、調達の迅速化、簡略化

などの効果が期待できるものではないかと考えております。  

 そうしたことから、まずは庁内、それから市町村に、こうしたサ

ービスがあるということをお知らせするとともに、課題の整理、県

内事業者への影響などについて調査研究を進めてまいりたいと考え
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ております。  

 以上でございます。  

○副議長（永森直人）川津知事政策局長。  

   〔川津鉄三知事政策局長登壇〕  

○知事政策局長（川津鉄三）私からは、持続可能な魅力ある田園地域

創出に向けた質問にお答えいたします。  

 議員から御紹介がありましたように、「風の谷」は、数百年で考

える安宅和人特別委員の構想でありますが、本県では、この構想を

参考に、できることから取り組むこととしておりまして、成長戦略

会議のプロジェクトチームや専門部会での議論を経まして、令和６

年度から、持続可能な魅力ある田園地域創出事業を実施しておりま

す。  

 テクノロジーを使い倒すということは大変重要な視点ではありま

すが、まず、地域の特性なんかを見ながら、現時点では、地域資源

を活用した求心力やなりわいの創出を重点に、地域のビジョンづく

りや実証実験等の支援を行っているところであります。  

 令和６年度からの実証実験を行った地域では、東京での農作物の

体験販売会や、空き家を活用したリフォーム講習会などを実施しま

して、今年度の地域おこし協力隊の配置につながっているという事

例ですとか、ビジョンづくりを行った２地域では、今年度、さらに

進めて実証実験として、地域での体験ツアーやコミュニティーカフ

ェの運営などに取り組んでおります。また、新たに２地域でのビジ

ョンづくりにも着手しているところであります。  

 今後は、こうした地域づくりのノウハウ等の横展開を意識しなが

ら進めてまいります。  
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 また、風の谷構想は、テクノロジーと自然、個と共同体、土地の

記憶と未来をつなぐ数百年の大きな試みであります。この理念を踏

まえまして、県内において、未来に残すに値する地域づくりが進む

よう、着実に取り組んでまいりたいと考えております。  

 以上です。  

○副議長（永森直人）藤井大輔議員。  

   〔 18番藤井大輔議員登壇〕  

○ 18番（藤井大輔）すみません、１点だけ再質問させてください。  

 富山大空襲と戦争の史実を伝えるということに関してなんですが、

常設展示に向けた在り方を検討する推進協議会の設置に向けて、県

の主体的な立場での参加を御質問させていただいたんですけれども、

この辺りについて、もう少し具体的に表明していただきたいと思い

ます。  

 この富山大空襲という悲劇に関して、戦災の話においてで言うと、

富山市が中心になって設立すべきという話になるわけですが、広く

戦争の史実であったり、国のそういった歴史であったりというもの

を伝えるということであれば、これは富山県全体の問題であります。  

 当然、教育委員会も含めた検討が必要になってくると思いますけ

れども、これは、今までも富山市が主体なのか富山県が主体なのか

みたいなことで、結局、行政間での綱引きがなかなかうまくいかな

かったのではないかというふうに私は推察しておりまして、今回、

私が求めているのは、在り方を検討する推進協議会の設置を、県が

主体的に設置していただきたい、県が声掛けをして設置していただ

きたいというような旨で質問をさせていただいておりました。  

 この辺りの御回答を蔵堀副知事にお願いしたいと思っております。  
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○副議長（永森直人）蔵堀副知事。  

   〔蔵堀祐一副知事登壇〕  

○副知事（蔵堀祐一）再質問いただきました。お答えをいたします。  

 富山大空襲を語り継ぐ議員連盟からの要望書を先日いただきまし

たけれども、この中で、議員、今御質問のとおり、遺品資料等の収

集や保管及び常設展示に関する在り方の検討の際には、富山市や語

り継ぐ会との推進協議会の設置という要望をいただいております。  

 県が主体となってということの御質問だと思うんですけれども、

県も参加して推進協議会を設置していくということで、具体的にど

ういう内容を検討するか、そこについては、今後、富山市、あるい

は語り継ぐ会の皆さんとの意見交換を経て決めていくということに

なると思っております。  

 以上です。  

○副議長（永森直人）以上で藤井大輔議員の質問は終了しました。  

 暫時休憩いたします。休憩時間は 10分間といたします。  

 午後２時 55分休憩  


